
7 26,760.7

投入 常勤職員 4.1人 4.1人 4.1人 4.1人 4.1人

人員 非常勤職員 1.1人 1.1人 1.1人 1.1人 1.1人

事業費＋人件費 129,529 58,816 124,145 58,816 58,816

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 21171 障害者福祉事務費

担当組織 健康福祉部 障害福祉課 担当 障害庶務担当

組織コード
R5 17 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R5 01 03 01 03 01 01

記入日 令和 5年 6月15日
R4 17 05 00 R4 01 03 01 03 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ● 対象
再掲施策

施策 14 障がい福祉環境の整備・充実 ○ 対象外

事業期間 平成１６年度 ～ 令和１２年度

13　差別をなくし認め合う共生社会を推進する条例

根拠法令 関連計画 の制定と施策の推進

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

障害者等福祉事業に関する事務の効率化

事業目的
※予算編成用シート（評価除外事業）

障害者福祉事業に係る事務経費

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ 市民、団体等 ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

障害者福祉全 障害者福祉全 障害者福祉全 障害者福祉全 障害者福祉全

般事務的経費 般事務的経費 般事務的経費 般事務的経費 般事務的経費

事　業　費 101,141 32,055 97,384 32,055 32,055

財
源
内
訳

国庫支出金 962 0 0 0 0

県支出金 362 23 23 23 23

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 55 55 55 55

一般財源 99,817 31,977 97,306 31,977 31,977

人　件　費 28,388.4 26,760.7 26,760.7 26,760.



2 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ２年度 ３年度 ４年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ２年度 ３年度 ４年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和４年度に
実施した

取組内容・効果

令和５年度に
実施する取組内容

６．令和６年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



094 268,927

財
源
内
訳

国庫支出金 860 1,643 1,643 1,643 1,643

県支出金 430 822 822 822 822

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 1,444 1,445 1,441 1,441 1,441

一般財源 212,363 242,196 234,573 257,188 265,021

人　件　費 6,924 7,832.4 7,832.4 7,832.4 7,832.4

投入 常勤職員 1人 1.2人 1.2人 1.2人 1.2人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 222,021 253,938 246,311 268,926 276,759

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 7058 障害者施設事業

担当組織 健康福祉部 障害福祉課 担当 障害庶務担当

組織コード
R5 17 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R5 01 03 01 03 02 01

記入日 令和 5年 6月15日
R4 17 05 00 R4 01 03 01 03 02 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち 29 ● 対象
再掲施策

施策 14 障がい福祉環境の整備・充実 ○ 対象外

事業期間 昭和６１年度 ～ 令和１２年度

身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、戸田市立心 戸田市障がい者総合計画

根拠法令 身障害者福祉センター条例 関連計画 14　児童発達支援センターの充実による発達障がい

通 達 等 施政方針 支援の推進　15　企業や学校との連携による障がい

者の雇用機会の創出

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：３－１

対象
身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳を有する者及びその介護者

　地域での生活が困難な障害者の生活の安定を図るとともに、更生訓練や作業訓練を行い、障害者の自立と社会参加の促進

事業目的
を図る。

　福祉作業所等の運営委託・助成等

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 □企業 ■市民･NPO） ■協働･協力（ 補助団体 ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

福祉作業所等 福祉作業所等 福祉作業所等 福祉作業所等 福祉作業所等

の運営委託・ の運営委託・ の運営委託・ の運営委託・ の運営委託・

助成等 助成等 助成等 助成等 助成等

事　業　費 215,097 246,106 238,479 261,



の交流の場を設け、就労訓練や情報提供等の支援策を実施するほか、引き続
き戸田かけはし特別支援学校との連携や障害者就労推進部会において就労支援に向けた施策を推進する。

６．令和６年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

●６その他見直し ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　各指定管理施設及び当課所管の補助金交付施設への指定管理料及び補助金額を精査し、一層の適正化を図る。

事業の方向性・
　また、心身障害者福祉センターについては、建築後３０年以上が経過していることから、大規模修繕を見据え

取組方針
て適正に修繕を実施していく。

4 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 市立福祉作業所数 市立福祉作業所（指定管 箇所 3 3 3 3 3
活動① 理）の数 3 3 － － －
事務事業 市立福祉作業所利用者数 市立福祉作業所（指定管 人 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000
成果① 理）の延べ利用者数 15,970 16,238 － － －
総合戦略 市立福祉作業所利用者数 市立福祉作業所（指定管 人 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000
KPI① 理）の延べ利用者数 15,970 16,238 － － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
　作業所数・通所者数ともに目標値を達成することができた。

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和４年度に
実施した

取組内容・効果

　市長公約14については、児童発達支援センターあすなろ学園と連携し、個々の児童の個性や強みを生かす個別
療育を検討・試行のうえ導入し、発達障がい支援を推進する。また、あすなろ学園のホームページを充実させる

令和５年度に
ことにより、支援情報の発信を強化する。

実施する取組内容
　市長公約15については、企業同士



3,432 4,514 4,514 4,514 4,514

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 22,703 32,350 19,527 34,595 35,768

人　件　費 13,848 14,359.4 14,359.4 14,359.4 14,359.4

投入 常勤職員 2人 2.2人 2.2人 2.2人 2.2人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 39,983 51,223 38,400 53,468 54,641

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 5 頁

事務事業名 7059 障害者居宅生活援護事業

担当組織 健康福祉部 障害福祉課 担当 障害庶務担当

組織コード
R5 17 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R5 01 03 01 03 03 01

記入日 令和 5年 6月15日
R4 17 05 00 R4 01 03 01 03 03 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ● 対象
再掲施策

施策 14 障がい福祉環境の整備・充実 ○ 対象外

事業期間 平成１５年度 ～ 令和１２年度

児童福祉法・身体障害者福祉法・知的障害者福祉法 戸田市障がい者総合計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
障害児・者及びその家族と介護者

障害者やその家族が、住みなれた地域で豊かに自立した生活を送るよう、居宅生活支援体制の整備やサービスの充実を図る

事業目的
。

身体障害児者・知的障害児者が、地域で自立した生活を送るよう障害者総合支援法によらないサービスを提供することで、

居宅生活の支援を図る。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 ■企業 ■市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

居宅サービス 居宅サービス 居宅サービス 居宅サービス 居宅サービス

措置、措置以 措置、措置以 措置、措置以 措置、措置以 措置、措置以

外の福祉サー 外の福祉サー 外の福祉サー 外の福祉サー 外の福祉サー

ビス ビス ビス ビス ビス

事　業　費 26,135 36,864 24,041 39,109 40,282

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金



援を行う。
取組方針

6 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 生活サポート事業実施団体数 生活サポート事業を実施 団体 6 6 6 6 6
活動① する団体数 5 7 － － －
事務事業 生活サポート事業利用者数 生活サポート事業の利用 人 30 30 30 30 30
成果① 者数 25 25 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
　生活サポート事業を実施する団体数が目標を達成し、ニーズに応じたサービスを提供できる体制が整った。利用者数は目標

状況
を下回ったが、サービス利用を必要とする方への利用につながった。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和４年度に
実施した

取組内容・効果

令和５年度に
実施する取組内容

６．令和６年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　障害者とその家族が地域で安心して暮らせるよう、障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス以外の在宅福

事業の方向性・
祉サービスを有効に活用して、居宅生活の支



62 28,462

県支出金 21,835 22,800 22,800 22,800 22,800

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 154,267 161,482 170,064 174,438 181,209

人　件　費 1,731 2,284.45 2,284.45 2,284.45 2,284.45

投入 常勤職員 0.25人 0.35人 0.35人 0.35人 0.35人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 201,818 215,028 223,610 227,984 234,755

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 7 頁

事務事業名 7060 障害者手当等支給事業

担当組織 福祉部 障害福祉課 担当 障害庶務担当

組織コード
R5 17 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R5 01 03 01 03 04 01

記入日 令和 5年 6月15日
R4 17 05 00 R4 01 03 01 03 04 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ● 対象
再掲施策

施策 14 障がい福祉環境の整備・充実 ○ 対象外

事業期間 平成１６年度 ～ 令和１２年度

特別児童扶養手当等の支給に関する法律 戸田市障がい者総合計画

根拠法令 国民年金法等の一部を改正する法律 関連計画

通 達 等 戸田市重度心身障害者福祉金支給条例 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
戸田市に住民登録している障害児・者で各支給対象要件に該当する者

重度心身障害者等の生活の安定及び健全な発育を促進し、また介護等の負担を軽減し、福祉の増進を図る。

事業目的

特別障害者手当：月27,300円を3ヶ月毎に支給

障害児福祉手当及び経過的福祉手当：月14,850円を3ヶ月毎に支給

福祉金：月8,000円または4,000円を4ヶ月毎に支給

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

各手当の支給 各手当の支給 各手当の支給 各手当の支給 各手当の支給

事　業　費 200,087 212,744 221,326 225,700 232,471

財
源
内
訳

国庫支出金 23,985 28,462 28,462 28,4



続き、確実な予算措置及び執行を実施していく。
取組方針

8 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 障害者手当等支給回数 障害者手当等（4種類） 回 15 15 15 15 15
活動① の定期支給回数 15 15 － － －
事務事業 障害者手当等支給件数 障害者手当等（4種類） 件 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000
成果① の延べ支給件数 24,073 24,758 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
　障害者手帳の所持者の増加傾向に伴い年々受給者数は増加しているが、適切に対応することができた。

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ２年度 ３年度 ４年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業手法は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ２年度 ３年度 ４年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和４年度に
実施した

取組内容・効果

令和５年度に
実施する取組内容

６．令和６年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　年々障害者数は増加している傾向にあるため、正確な受給者資格管理を行い、かつ補助・負担金の請求を含め

事業の方向性・
引



20 312,626

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 68,290 71,316 71,316 71,316 71,316

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 6,285 6,285 6,285 6,285

一般財源 177,482 208,496 205,315 225,919 235,025

人　件　費 6,924 7,832.4 7,832.4 7,832.4 7,832.4

投入 常勤職員 1人 1.2人 1.2人 1.2人 1.2人

人員 非常勤職員 0.9人 0.9人 0.9人 0.9人 0.9人

事業費＋人件費 252,696 293,929 290,748 311,352 320,458

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 9 頁

事務事業名 7061 重度心身障害者医療費支給事業

担当組織 福祉部 障害福祉課 担当 障害庶務担当

組織コード
R5 17 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R5 01 03 01 03 05 01

記入日 令和 5年 6月15日
R4 17 05 00 R4 01 03 01 03 05 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ● 対象
再掲施策

施策 14 障がい福祉環境の整備・充実 ○ 対象外

事業期間 昭和４９年度 ～ 令和１２年度

戸田市重度心身障害者医療費の支給に関する条例 戸田市障がい者総合計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
　戸田市に住所を有する重度心身障害者、戸田市が援護を実施する施設入所者、戸田市国民健康保険及び後期高齢者医療制

度の住所地特例の対象となる施設入所者

　重度心身障害者の医療費を助成することで、本人やその家族の経済的負担を軽減する。

事業目的

　医療保険が適用される医療費のうち、その保険適用後の負担額（医療費の３割等）から、高額療養費、他法負担分等を控

除した残りの額、および入院時食事療養費等を支給する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

重度心身障害 重度心身障害 重度心身障害 重度心身障害 重度心身障害

者医療費の支 者医療費の支 者医療費の支 者医療費の支 者医療費の支

給 給 給 給 給

事　業　費 245,772 286,097 282,916 303,5



度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　令和４年１０月診療分から県内の医療機関についても現物給付の対象となったことや、所得制限の実施につい

事業の方向性・
て、引き続き周知等を行っていくとともに、国・県・他自治体の動向を注視しつつ、ジェネリック医薬品等の利

取組方針
用も促しながら、引続き、適切に事業を実施していく。

10 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 重度心身障害者医療費受給者数 重度心身障害者医療費の 人 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800
活動① 受給者数 1,997 1,756 － － －
事務事業 重度心身障害者医療費支給件数 重度心身障害者医療費の 件 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000
成果① 延べ支給件数 49,112 48,028 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
　今まで戸田、蕨市内の医療機関に限られていた現物給付（窓口払いの廃止）について、令和４年１０月診療分から県内の医

状況
療機関に拡大されたことにより、支援が必要な重度心身障害者またはその家族の身体的、経済的負担を軽減できている。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ２年度 ３年度 ４年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ２年度 ３年度 ４年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和４年度に
実施した

取組内容・効果

令和５年度に
実施する取組内容

６．令和６年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了 ○令和４年



276 644,276 644,276

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 602,829 651,653 1,340,054 808,593 890,612

人　件　費 6,231.6 6,527 6,527 6,527 6,527

投入 常勤職員 0.9人 1人 1人 1人 1人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 2,383,532 2,583,541 3,271,942 2,740,481 2,822,500

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 11 頁

事務事業名 24446 自立支援給付事業

担当組織 福祉部 障害福祉課 担当 障害庶務担当

組織コード
R5 17 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R5 01 03 01 03 06 01

記入日 令和 5年 6月15日
R4 17 05 00 R4 01 03 01 03 06 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち 29 ● 対象
再掲施策

施策 14 障がい福祉環境の整備・充実 ○ 対象外

事業期間 平成１８年度 ～ 令和１２年度

障害者総合支援法 戸田市障がい者総合計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：３－１

対象
障害児・者

障害者等が能力や適正に応じ、できるだけ自立した生活が送れるような地域社会の実現をめざす。

事業目的

障害者等がサービスを選択し、事業者や施設と対等な立場で契約しサービスを利用する。また、自立支援給付を中心に、地

域での自立と安心を支える。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 ■企業 ■市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

介護給付、訓 介護給付、訓 介護給付、訓 介護給付、訓 介護給付、訓

練等給付など 練等給付など 練等給付など 練等給付など 練等給付など

事　業　費 2,377,300 2,577,014 3,265,415 2,733,954 2,815,973

財
源
内
訳

国庫支出金 1,180,942 1,281,085 1,281,085 1,281,085 1,281,085

県支出金 593,529 644,276 644,



年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

●６その他見直し ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　障がい者総合計画に基づき、サービスの提供体制の確保に努めるとともに、平成３０年度に策定した戸田市障

事業の方向性・
害福祉サービス等支給決定基準の導入により、給付に係る費用の適正化を図っていく。

取組方針
　また、令和６年度を始期とする新たな障がい者総合計画に基づき、見込量と実績値等の確実な把握に努めてい
く。

12 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 障害支援区分認定件数 障害支援区分の認定件数 件 150 150 150 150 150
活動① 185 206 － － －
事務事業 障害福祉サービス等・障害児通所 当該サービス等の延べ利 人 18,000 18,500 19,000 19,500 20,000
成果① サービス等利用者数 用者数 18,982 18,260 － － －
総合戦略 障がい者就労支援サービス利用者 延べ利用者数 人 2,447 2,577 2,707 2,837 2,967
KPI① 数 2,921 3,221 － － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
　障害支援区分認定件数及び障がい者就労支援サービスの延利用者数については、市内に障害児者の事業所が開設されたこと

状況
等などから目標値を上回る結果となった。

の分析 　障害福祉サービス等・障害児通所サービス等の延利用者数については、目標値を下回る結果となったが、新規事業所が開設
されニーズに応じた受け入れ態勢は整備されている。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和４年度に
実施した

取組内容・効果

令和５年度に
実施する取組内容

６．令和６



出の際の移

動の介護、相 動の介護、相 動の介護、相 動の介護、相 動の介護、相

談支援 談支援 談支援 談支援 談支援

事　業　費 326,796 384,777 400,155 408,210 420,456

財
源
内
訳

国庫支出金 67,365 129,120 129,120 129,120 129,120

県支出金 34,740 65,617 65,617 65,617 65,617

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 12 0 0

一般財源 224,691 190,040 205,406 213,473 225,719

人　件　費 13,848 14,359.4 14,359.4 14,359.4 14,359.4

投入 常勤職員 2人 2.2人 2.2人 2.2人 2.2人

人員 非常勤職員 1人 1人 1人 1人 1人

事業費＋人件費 340,644 399,136 414,514 422,569 434,815

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 13 頁

事務事業名 24447 地域生活支援事業

担当組織 健康福祉部 障害福祉課 担当 障害庶務担当

組織コード
R5 17 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R5 01 03 01 03 06 02

記入日 令和 5年 6月15日
R4 17 05 00 R4 01 03 01 03 06 02

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ● 対象
再掲施策

施策 14 障がい福祉環境の整備・充実 ○ 対象外

事業期間 平成１８年度 ～ 令和１２年度

障害者総合支援法 戸田市障がい者総合計画

根拠法令 関連計画 16　障がい者アート展の実施やパラスポーツに触れ

通 達 等 施政方針 る機会の創出

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
　障害児・者

　障害者及び障害児がその有する能力及び適正に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、地域の特

事業目的
性や利用者の状況に応じた事業を効率的・効果的に実施する。

　障害者総合支援法に基づき、市町村の判断により地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な支援事業を実施。必須事業と

しては、相談支援事業、意思疎通支援事業、日常生活用具給付等事業、移動支援事業、地域活動支援センター事業があり、

その他に、日中一時支援事業、自動車改造費や自動車運転免許取得費の助成、訪問入浴サービス等を実施している。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 ■企業 ■市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

外出の際の移 外出の際の移 外出の際の移 外出の際の移 外



多くの作品を展示
実施する取組内容

する機会を設け、当事者の社会参加のきっかけづくりとするだけでなく、広く障がいに対する理解促進を図る。

６．令和６年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　引続き、地域の特性や利用者の状況に応じて効率的・効果的に事業を実施していく。

事業の方向性・
取組方針

14 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 相談支援事業所数 相談支援事業を委託する 箇所 4 4 4 4 4
活動① 事業所数 4 4 － － －
事務事業 相談支援事業利用者数 相談支援事業の延べ利用 人 19,000 19,500 20,000 20,500 21,000
成果① 者数 35,535 33,438 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
　相談支援事業所数及び相談支援事業の延べ利用者数について目標値を上回った。相談支援事業の定着によって、障害者等の

状況
日常生活に必要な援助を行うことができ、地域の特性や利用者の状況を把握し、自立した日常生活を営めるための一助となっ

の分析 ている。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和４年度に
実施した

取組内容・効果

　市長公約16については、例年、障害者週間（毎年12月3日から12月9日）にあわせて会計課前で実施していた障
害者絵画展を郷土博物館との連携により障がい者アート展として規模を拡大して実施する。展示場所を増やすだ

令和５年度に
けでなく、参加対象者を成人施設単位から一般公募、児童施設単位にも拡大することで、より



療養介護

医療費等の給 医療費等の給 医療費等の給 医療費等の給 医療費等の給

付事業 付事業 付事業 付事業 付事業

事　業　費 212,092 251,372 233,725 251,372 251,372

財
源
内
訳

国庫支出金 140,323 125,639 125,639 125,639 125,639

県支出金 70,161 62,820 62,820 62,820 62,820

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 1,608 62,913 45,266 62,913 62,913

人　件　費 2,769.6 2,610.8 2,610.8 2,610.8 2,610.8

投入 常勤職員 0.4人 0.4人 0.4人 0.4人 0.4人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 214,862 253,983 236,336 253,983 253,983

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 15 頁

事務事業名 24449 医療費給付事業

担当組織 福祉部 障害福祉課 担当 障害庶務担当

組織コード
R5 17 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R5 01 03 01 03 06 03

記入日 令和 5年 6月15日
R4 17 05 00 R4 01 03 01 03 06 03

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ● 対象
再掲施策

施策 14 障がい福祉環境の整備・充実 ○ 対象外

事業期間 平成１８年度 ～ 令和１２年度

障害者総合支援法、障害者総合支援法施行令、障害 戸田市障がい者総合計画

根拠法令 者総合支援法施行規則、更生医療運営要領（厚労省 関連計画

通 達 等 社会・援護局長通知） 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
　更生医療・育成医療：身体の障害を除去・軽減する手術等の治療により確実に効果が期待できる者　療養介護：医療及び

　常時の介護を必要とし、長期の入院による医療的ケアを要する者　肢体不自由児：医療型児童発達支援を利用する者

身体の障害を除去または軽減するための治療や、障害者が生活を送るうえで必要な医療的ケアに係る医療費を給付する。

事業目的

　自立支援医療費（更生医療・育成医療）、療養介護医療費及び肢体不自由児通所医療費の給付

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

自立支援医療 自立支援医療 自立支援医療 自立支援医療 自立支援医療

費、療養介護 費、療養介護 費、療養介護 費、療養介護 費、



、給付の適正化に努めていく。
取組方針

16 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 障害者医療費受給者数 更生・育成医療、療養介 人 180 180 180 180 180
活動① 護、肢体不自由児通所 198 180 － － －
事務事業 障害者医療費延べ給付件数 更生・育成医療、療養介 件 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700
成果① 護、肢体不自由児通所 1,895 1,870 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
  受給者数、給付件数ともに目標値を達成した。申請されたものについて、適正に認定を行い速やかに給付した。

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ２年度 ３年度 ４年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業手法は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和４年度に
実施した

取組内容・効果

令和５年度に
実施する取組内容

６．令和６年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　令和4年度の支給総額は前年を若干下回ったものの横ばい傾向で推移している。今後も申請後の速やかな給付

事業の方向性・
決定を行い



8 13,468 8,868 8,868

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 2人 2人 2人 2人 2人

事業費＋人件費 4,779 8,868 13,468 8,868 8,868

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 17 頁

事務事業名 33124 発達支援事業

担当組織 教育委員会事務局 教育政策室 担当 教育センター担当

組織コード
R5 62 06 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R5 01 10 01 05 02 02

記入日 令和 5年 6月14日
R4 62 06 00 R4 01 10 01 05 02 02

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ● 対象
再掲施策

施策 14 障がい福祉環境の整備・充実 ○ 対象外

事業期間 平成２２年度 ～ 令和５年度

児童福祉法、学校教育法、学校教育法施行令、学校 第４次戸田市教育振興計画、戸田市教育委員会指導

根拠法令 教育法施行規則 関連計画 課「指導の重点・主な施策」

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
幼児、児童生徒、保護者、教職員

発達障害等に係わる幼児児童生徒の継続的な支援を行うために教育・医療・保健・福祉等の関係機関が連携した支援体制の

事業目的
充実を図る。

・発達相談に係わる窓口業務　・相談事業、相談支援ファイル活用事業、関係諸機関連携事業　・巡回相談員派遣事業　・

特別支援教育研修事業

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

発達支援事業 発達支援事業 発達支援事業 発達支援事業 発達支援事

事　業　費 4,779 8,868 13,468 8,868 8,868

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 4,779 8,86



の判断理由・取組方針＞
発達支援事業に対する市民のニーズは年々高まるとともに多様化している。そのニーズに応えられるように早期

事業の方向性・
就学相談の充実や業務内容の見直し、発達の段階に応じた効果的な支援の在り方について工夫改善を図る。障害

取組方針
福祉課や福祉保健センターなど関係機関との連携を図り、「サポート手帳」や「就学についての相談会」をより
多くの保護者に紹介できるようにしていく。

18 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 巡回相談件数 巡回相談により巡回相談 回 35 35 35 35 35
活動① 員を学校へ派遣した回数 38 40 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
巡回相談員派遣件数は４０回で目標を達成できた。コロナ禍にあったが、感染症対策を徹底することにより実施することがで

状況
きた。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 多様なニーズに応じた学校支援、保護者・児童生徒支援を行うことができている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 質の高い巡回相談員を派遣できていることから、経費は適正な範囲内である。

評価結果 事業手法は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 社会のニーズに合わせた事業が展開できていると考えられるため、非常に効果的な取組である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 適正な範囲で事業が行われている。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
巡回相談

令和４年度に
実施した

取組内容・効果

早期からの就学相談、巡回相談

令和５年度に
実施する取組内容

６．令和６年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了

＜方向性


